兵庫県民勘定行列（兵庫県ＮＡＭ）について
１　県民勘定行列の概要

　経済循環は、まず経済活動として、生産活動、所得の分配・使用活動を行う。そして、蓄積活動を行う。ストック勘定があれば、期首ストックと期末ストックが経済循環の一部として記録される。県民勘定行列（National Accounting Matrix）は、経常勘定、蓄積勘定、県外勘定における県内経済循環構造のフロー部分を一覧表にしたものである。
（１）経常勘定

①財貨・サービス生産、消費

	財貨・サービス勘定
	県内産出額

	生産勘定（活動分類）
	県内総生産（産出額－中間投入）

	消費目的勘定
	最終消費支出


②所得の発生、分配、使用

	所得の発生勘定
	県民純発生所得

	所得の第１次分配勘定
	県民純所得

県民純発生所得＋財産所得（純）

	所得の第２次分配勘定
	県民純可処分所得

県民純所得＋その他の経常移転（純）

	所得の使用勘定
	最終消費支出、純貯蓄


（２）蓄積勘定：資本勘定 県内総資本形成、貯蓄投資差額、（控除）固定資本減耗

（３）県外勘定：県外（財貨・サービスの純移出入、県外からの雇用者報酬、県外からの財産所得、県外からのその他の経常移転、県外からの資本移転等）

２　県民勘定行列作成の意義

（１）経済循環の把握

①財貨・サービスの生産および需要の把握

産業連関表は産業別に詳細に記録するが、付加価値と最終需要の間にある所得循環を記録対象としない。

②付加価値の生産・分配・再分配・支出の経済循環の把握

県民経済計算は完全接合性を持つ勘定体系で把握するが、それらをＴ型勘定群で示すことが多く、勘定間のつながり、取引を通じた所得の流れなどを明示しない。

③経済循環をひとつの行列上に体系的に記録したもの

県民勘定行列は、それと整合的に移出入、域外で得た雇用者報酬の域内での支出などを計上するため、域外との取引額が大きい地域における経済循環を把握、表示する。

（２）目的に応じた部門の分割

　詳細な部門分割の可能性であり、行列の持つ伸縮性により、県民勘定行列は全体の経済循環を壊すことなく、一部の取引を集計・分割できる。

関連統計を用いて、第１次産業、第２次産業、第３次産業など産業別の生産勘定の分割、常用雇用、臨時雇用など雇用形態別の雇用者報酬の分割、収入金額など所得階層別の家計の分割をすることができる。これにより様々な産業、雇用形態、家計が一つの経済循環のなかに整合的に位置づけられ、産業構造の変化と家計の所得格差の関連性などが分析可能となる。ＲＡＳ法（RAS method）など行列の特性を利用した推計方法を用いて、基礎統計から直接得られない取引額を試算することも可能である。

	(参考) ＲＡＳ法
基準時点の投入係数行列Ａを行方向の修正行列Ｒと列方向の修正行列Ｓとによって修正し、予測時点の投入係数をそれらの行列積Ｒ・Ａ・Ｓとして求める産業連関表の投入係数推計方法で、産業連関表バランス調整誤差の収束にも応用されている。


（３）モデル分析への適用

　モデルによる経済分析への適用可能性は、行列演算を用いて、県民勘定行列をＳＡＭ乗数モデルと言われる経済モデルに展開することにより、移出の増加など外生変化が、一定の仮定のもと、経済循環を通して生産、家計所得、税収など県経済に及ぼす影響を考察できる。

県民勘定行列はＣＧＥ（Computable General Equilibrium；計算可能な一般均衡）モデルのデータセットとしても活用できる。

県民勘定行列の行は当該部門の受取を、列は支払を示している。行和と列和はそれぞれの部門において等しいため、各取引を変数で表示し、行部門の取引と列部門の取引を等式でつないだ式はＣＧＥモデルにおける各部門の収支バランスを示すことができる。

県民勘定行列における各取引額は当該経済の初期状態を示しており、同モデルにおけるパラメーター推計などにも用いられる。

３　県民勘定行列の構造
県民経済計算体系に合わせて、地域版ＮＡＭの構造を示したものである。県民勘定行列は、同じ名称のついた行と列の組が１つの勘定を構成し、行にその勘定にとっての収入項目が、列にその勘定にとっての支出項目がそれぞれ記帳される。そのため、同じ勘定名を持つ行と列について、常に行和＝列和が成立する。
（１）財貨･サービス勘定（供給と需要）

県内における財貨･サービスの供給は、産出額、（控除）統計上の不突合及び移入の合計で表され、これが中間投入額、最終消費支出、県内総資本形成及び移出の合計で表される需要に等しくなる。
産出額＋（控除）統計上の不突合＋移入＝中間投入額＋最終消費支出＋県内総資本形成

＋移出

（２）生産勘定
中間投入により産出を生み出し、県内総生産（粗付加価値の合計）が発生した。
産出額－中間投入額＝県内総生産
（３）所得の発生勘定（県民純発生所得）
県内総生産に（控除）固定資本減耗と県外からの雇用者報酬（純）を加えることにより
県民純発生所得（純付加価値の合計）となる。
県内総生産＋（控除）固定資本減耗＋県外からの雇用者報酬（純）＝県民純発生所得

（４）所得の第１次分配勘定（県民第１次純所得・県民純所得）

県民純発生所得に財産所得（受取）を加え、財産所得（支払）を控除することにより県民第１次純所得を得る。
県民純発生所得＋財産所得(受取)－財産所得（支払）＝県民第１次純所得（県民純所得）
（５）所得の第２次分配勘定（県民純可処分所得）

県民第１次純所得に、その他の経常移転（受取）を加え、その他の経常移転（支払）を控除することにより県民純可処分所得を得る。
県民第１次純所得＋その他の経常移転（受取）－その他の経常移転（支払）
＝県民純可処分所得
（６）所得の使用勘定（最終消費支出と純貯蓄）

県民純可処分所得から最終消費が行われ、その残額が純貯蓄となる。
県民純可処分所得－最終消費支出＝純貯蓄

（７）消費目的勘定（最終消費支出）

消費目的別×制度部門別に分類された最終消費支出は、財貨･サービス別×消費目的別に分類され、財貨・サービス勘定に記帳される。
（８）資本勘定（県内総資本形成と貯蓄投資差額）

純貯蓄に県外からの資本移転等（純）を加え、そこから県内総資本形成を行い、（控除）固定資本減耗を控除して、その残額が貯蓄投資差額となる。但し統計上の不突合調整済みである。
純貯蓄＋（控除）統計上の不突合＋県外からの資本移転等（純）－県内総資本形成
－（控除）固定資本減耗＝貯蓄投資差額 

（９）県外勘定（県外収支と県内貯蓄投資差額）

移出、県外からの雇用者報酬（純）、県外からの財産所得（純）、県外からのその他の経常移転（純）、および県外からの資本移転等（純）の合計から、移入を控除したものが、県外の収支となり、県内の貯蓄投資差額に等しくなる。
移出＋県外からの雇用者報酬（純）＋県外からの財産所得（純）＋県外からのその他の経常移転（純）＋県外からの資本移転等（純）－移入＝貯蓄投資差額
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４　兵庫県民勘定行列の特徴

（１）県民経済計算に基づく部門の設定

県民勘定行列には、「生産勘定」「所得の発生勘定」「所得の第1次分配勘定」「所得の第2次分配勘定」「所得の使用勘定」などが設定されている。

それらにより財貨・サービスの生産および需要、生産活動に伴う付加価値の発生と各制度部門への分配など兵庫県における経済循環を整合的に行列上に記述する。

また、県民経済計算データによる経済循環の他県との比較、接続などができる。

（２）制度部門ごとの勘定（所得・支出状況）の明示

所得の第1次分配勘定、所得の第2次配分勘定に5つの制度部門（非金融法人企業、金融機関、一般政府、対家計民間非営利団体、家計（個人企業を含む））及び財産所得など取引を示すダミー勘定を設定することにより、制度部門間の再分配・移転を明示することができる。

（３）時系列的な整備

時系列データ（平成2年度～平成21年度の県民勘定行列）により、バブル景気時（平成2年頃がピーク）、阪神・淡路大震災時（平成7年１月発生）などそれぞれの時期における兵庫県の経済循環の変化を考察することができる。

５　兵庫県民勘定行列の活用

（１）経済循環の時系列比較（経済循環の変化）

県民勘定行列の行は当該部門の受取を、列は支払を示す。行構成比は所得の源泉に関する比率を、列構成比は所得の支出に関する比率を表わす。それらを時系列的に比較することにより、各部門の取引構成がどのように変化したのか考察することができる。

（２）経済循環の横断面比較

経済循環の横断面比較である。県民勘定行列は県民経済計算を基礎統計としているため、各県の経済循環を同一の部門概念で把握することができる。

各部門の行構成比、列構成比を他県と比較することにより兵庫県の取引構成の特徴を把握する。乗数を横断面的に比較することにより、兵庫県経済が外生変化より受ける影響が他県と比べてどのような特徴を持っているのか考察することができる。

（３）分析目的に応じた勘定行列の拡充

①内部の経済循環をより詳細に記述する方向性

現行の県民勘定行列は経済循環の枠組みを示しており、関連統計を用いて産業別生産勘定、雇用形態別雇用者報酬、所得階層別家計所得を分割することにより産業構造の変化と家計の所得格差の関連性などを分析することができる。

②外部の経済循環と接続する方向性

兵庫県の経済循環を、例えば大阪府等の他地域の経済循環と接続できれば、兵庫県、大阪府は移出入及び雇用者報酬、財産所得、その他の経常移転の受け払いで接続させることができる。大阪府経済の活性化が雇用者報酬を増加した場合、兵庫県の消費に与える影響などを考察することができる。

③ＳＡＭ乗数モデル分析

行列の特性を利用し、これらをＳＡＭ（Social Accounting Matrix）乗数モデルで分析すること、県民勘定行列をもとにＣＧＥモデルを構築、分析することができる。
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